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1. はじめに 

 

近年，中国においても他の自動車先進国と同様に，

モータリゼーションの進展による渋滞・交通事故・騒

音・大気汚染・気候変動などのいわゆる外部不経済が

大きな問題となっている．例えば，中国の自動車から

の燃料消費量は2010年から2017年で26％増加し1)，2017年

の北京の平均渋滞時間は毎日2時間40分となっている2)． 

中国の自動車保有については，近年も積極的に研究

が行われている．例えば，呉ら（2014）3)は中国31主要

な都市の乗用車保有台数について分析し，所得に加え

て都市率や交通インフラが影響を与えていることを明

らかにした．甘ら（2019）4)は，個票データを用いて

Gompertz曲線をあてはめ，現在の乗用車所有の成長パタ

ーンが続く場合，中国の自家用車の在庫は2040年に4億

3000万台に達すると予測した．劉ら（2019）5)は，4つの

主要都市（北京，上海，天津，広州）の一人当たり所

得を説明変数として千人あたりの自家用乗用車保有台

数に成長曲線をあてはめて，ナンバープレート規制が

自動車保有に与える影響分析を行った．そして馬ら

（2019）6)は一人当たりGDPを用いて自動車保有率を説

明する式を推定している．貨物車に関しては，霍ら

（2012）7)は2007年と2011年に中国の5つの都市を対象に

サイズとテクノロジーが異なる175台のディーゼル貨物

車からのHC，CO，NOx，PM2.5の排出量の測定結果を

報告している．  

しかし，人口密度，自動車関連税や交通インフラ整

備水準が自動車保有に及ぼす影響についての分析は著

者の知る限り検討されていない．また，台数で約2割，

燃料消費量の約6割を占める8)貨物車については，保有台

数の推定や予測は行われていない．さらに乗用車・貨

物車を，税制の異なる自家用・営業用にわけて推定し

ている研究も見当たらない． 

そこで，本研究は，中国31省市を対象に，人口密度お

よび自動車関連税を変数として加え，自家用・営業用

別乗用車および貨物車の保有台数の推定式を作成する．

そして，2040年までの中国の自家用・営業用別乗用車お

よび貨物車の保有台数および燃料消費量・税収の将来

予測，そしてガソリン税の引き上げによる影響のシミ

ュレーションを行うことを目的とする 

 

2. モデルおよびデータ 

 

本研究では自家用・営業用別乗用車および貨物車保

有台数について，31省市を対象としたDynamic panel data 

analysis（動的パネルデータ分析）を行う（Arellano, M., 

and S. Bond , 1991)．9） 

 log(yit)=αlog(yit-1)+βxit+ ui＋eit                            (1) 

ここで，yitは省・市 i・年 t の（一世帯あたり）自家

用・営業用別乗用車および貨物車の保有台数を表し，xit

は説明変数ベクトルを表す．α，βはパラメータ，uiは

固定効果，εitは IIDのエラー項である． 

1998年から 2018年までの 31省市の集計された省レベ

ルのパネルデータを収集した．記述統計を表-1に示す．

また図-1に 31の省市別 2018年における車種別保有台数

を示す．この図からわかるように，自動車保有台数の

約 8割は自家用乗用車であり，自家用・営業用貨物車が

1割程度を占める． 

説明変数については，これまでの自動車保有に関す

る文献を参考に，所得，人口密度，交通インフラの整

備水準などのデータを収集した．乗用車および貨物車

表-1 データ一覧表  
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の保有費用として，代表的な車を設定し，車両コス

ト・保有税および年間走行距離および燃費から計算さ

れる燃料費用の和という変数を設定した． 

人口密度と世帯当たり自家用乗用車保有率そして地

域所得と営業用貨物車保有台数の散布図を図-2, 3に示す．

人口密度については関係はわかりにくいが，地域所得

（＝世帯数*世帯所得）と台数は正の相関がある． 

推定にあたっては，対数や階差をとるなど工夫を行

って決定係数の最大化を図る．またこの動的パネルデ

ータのモデル推定については，いわゆる内生バイアス

が生じるため，Generalized Method of Moments(一般化モー

メント法)を用いてパラメータ推定を行う． 

 

3. 結果 

 

表-2に推計結果を示す． 

(1) 乗用車 

自家用については，前年度世帯あたり保有台数の係

数が0.80と推定された．そして世帯所得から年間の乗用

車保有費用を引いた値が増加すると世帯あたり保有台

数は増え，また（都市）人口密度が前年より増加する

と，台数は抑制されると推定されたが, 統計的に有意に

ならなかった． 

営業用については，図-1に示したように，保有台数自 

 

図-1 2018年中国31省市車種業態別自動車台数（万台） 

(PCAR ・PTRUCKは自家用乗用車と貨物車，BCAR・BTRUCKは営業用乗用車と貨物車) 

 

図-2 人口密度と世帯当たり自家用乗用車 

保有台数の散布図 

図-3 地域所得と営業用貨物車保有台数(万台) 

の散布図 
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体が少なく，かつ減少傾向にあることもあり，推定精

度は高くない． 

(2)貨物車 

自家用・営業用ともに高い説明力を有するモデルが

推定された．ともに地域総所得（＝世帯数*世帯所得）

が有意となった．営業用については，保有費用が増加

すると，台数は抑制されると推定された．人口密度は

統計的に有意にならなかった．  

また高速道路や鉄道インフラストックといった変数

は乗用車・貨物車ともに有意にならなかった．所得と

強い相関があったことが要因であると考えている． 

現況再現性を図-4 に示す． 

 

4. 将来予測 

 

 以上の推定式をもとに2040年までの予測また税制変更

のシミュレーションを行った． 

(1) 前提とする諸仮定 

・一人当たりの所得：甘ら(2019)の中央値と同じ仮定を

採用し, 2019～2030年5.3%, 2030～2035年は年5.1%,  

2035～2040年は年4.6%で31省市が成長する． 

・人口：少し古いが，Tothら（2003）10)の予測をもとに

設定した．2019年～2040年は,31省の人口は2018年を基

準とした省の人口／国の人口の割合に2019年～2040年

の各年の国の人口を乗じたもの.人口密度はこの人口

に比例させる． 

・平均世帯人員： Hu1 and  Peng (2015) 11)のTalbe-1をもとに

1998年は3.3人,2040年には2.8人として線形補完する． 

・燃費：乗用車は2025年は21km/Lとして，指数関数で補 

完する．貨物車の燃費は乗用車燃費の変化に比例さ

せた． 

・燃料価格・車両価格・年間走行距離など他の変数は， 

 2018年のまま一定と仮定する． 

   

(2) 結果 

図-5に保有台数の推定結果を示す．自家用乗用車保

有台数が2040年に約4.3億台と推定された，甘ら（2019） 

の「現在の成長パターン」シナリオの2040年，4億台

の予測値より8%ほど高い．また自家用貨物車は徐々に

表-2 推定結果 

図-4 現況再現性 

図-5 保有台数の推移と予測 
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増加し, 2040年までに約4,000万台に達する．営業用貨物

車の成長はより緩やかになり，2040年に約2,000万台に

達すると推定された． 

保有税・燃料税の税収は，2040年に現在の1.4倍にな

ると推定された(図-6)． 

 

5.政策変更シミュレーション 

 以下のようにガソリン税を変更したときに，自家用 

乗用車がどれだけ変化するかについてシミュレーショ

ンを行った． 

自家用乗用車保有費用において最大のシェアを占め

るガソリン燃料税を所得と連動させて, 所得の伸びの2

倍にする．具体的には，2021～2030年は年10.6%，2030～

2035年は年10.2%，2035～2040年は年9.2%増加させること

とした（ガソリン税は，2020年の3.08yuan/literから

2040年に21.23yuan/literとなる）． 

2040年までの自家用乗用車の保有台数について変化を

図-7に示す．2040年，税収は大幅に増加する一方で，自

家用乗用車の保有台数の減少はわずか0.5％であった．

増税は自家用乗用車の保有台数に大きな影響を与えな

いと推定された． 

 

       

 

6．おわりに 

以上，本研究では，中国 31 省市における自営別乗用

車・貨物車保有台数について，従来から指摘されてい

る「所得」に加えて，人口密度が自家用乗用車に負の

影響を，して自動車関連税が自家用乗用車・営業用貨

物車に負の影響を与えていることを明らかにした．そ

して推定した式をもとに 2040 年までの予測を行った．

その結果，自家用乗用車が約 4億台になること，ガソリ

ン税を 689％引き上げても台数は 0.5％程度しか変化しな

いことを明らかにした． 

今後，走行距離への影響や EV 車の普及についても分

析し，外部不経済の削減・走行距離や車種について検

討していきたい．  
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図-7 自家用乗用車保有台数の変化 

図-6 税収の推移と予測 

 

図-7 自家用乗用車の保有台数の変化 
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